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１．はじめに 

 農薬取締法に基づく「水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準（以下、登録保留基準）」

が改正され、平成 17年より農薬の水生生物に対するリスク評価に基づいた基準値の設定が順次進

められている 1)。現行の登録保留基準において、毒性の基準値（急性影響濃度又は Acute Effect 

Concentration, 以下 AEC）は、魚類（メダカ又はコイ）、ミジンコ（オオミジンコ）、藻類（緑藻

Pseudokirchneriella subcapitata）のいわゆる「3点セット」の急性毒性試験結果による LC50（半数

致死濃度）値もしくは EC50（半数影響濃度）値を、それぞれの種間の感受性差に関する不確実係

数（魚類と甲殻類は通常 10、藻類は 1）で除したものの最小値と設定される。一方、これまでに

様々な水生生物を用いた毒性試験結果が膨大な数にわたって報告されてきたが、レギュレーショ

ンの場面ではあまり活用されず、半ば「やりっぱなし」の状態で膨大なデータが埋もれてきた。 

 また、一般化学物質のリスク評価においても、例えばヨーロッパの生態リスク評価のガイダン

ス文書では、基本的に 3 点セットのデータのみを用いて、それ以外の実際の生態系とのギャップ

の部分を不確実性係数（種間の感受性差 10、急性-慢性 10、室内試験-野外 10など）で除すこと

により外挿している（表 1）2)。このようなリスク評価の妥当性の検証には、多数の毒性データに

よる裏打ちが必須である。また、不確実性を確率論的に定量化することによる新しい評価手法も

発達し、このための 3点セット以外の多数の毒性データが必要となってきている。 

 本稿では、このような化学物質の生態リスク評価に必要となる生態毒性データベースの構築例

と活用事例を紹介する。さらに、当研究所にて現在取り組んでいる、農薬生態毒性データベース

の構築の概要と、活用にむけた今後の展開などを紹介する。 

 

表 1. 生態リスク評価における不確実性係数の適用例 

得られるデータ 不確実性係数 （UF） 

藻類、甲殻類、魚類のうち、1-2群の急性毒性データ 1000  

藻類、甲殻類、魚類のうち、3群の急性毒性データ 100  

藻類、甲殻類、魚類のうち、1-2群の慢性毒性データ 50-100 

藻類、甲殻類、魚類のうち、3群の慢性毒性データ 10  

種の感受性分布の適用 1-5 

 

 

２．既存の生態毒性データベースとその活用事例 

２．１．既存の生態毒性データベース 
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 米国環境保護庁（U.S. EPA）の ECOTOXデータベース 3)は、おそらく世界最大の生態毒性デー

タベースである。このデータベースは、AQUIRE（水生生物）、PHYTOTOX（陸上植物）、TERRETOX

（陸上動物）の 3つのデータベースを統合して、WEB上から検索してデータを閲覧したり、エク

セルフォーマットでダウンロードできるシステムである。物質名での検索や、生物名での検索が

可能である。最初に AQUIREが 1981年から開発が始まり、2000年から ECOTOXデータベースと

して WEB上で利用可能となった。最終更新日の 2012年 6月 15日時点で、化学物質数 10,106、

生 物 種 数 10,285 、 参 考 文 献 38,360 、 全 レ コ ー ド 数 620,031 を 誇 る

（"http://cfpub.epa.gov/ecotox//help.cfm?sub=recentadditions_0612"を参照）。キーとなるデータフィ

ールド（物質名、試験生物名、試験期間、影響濃度）などが揃っている場合において、非常に幅

広くデータを収録しているため、文献そのものの信頼性評価は厳密ではない。文献の取りまとめ

は、トレーニングされたレビュースタッフが、マニュアルに沿って専門家と密に連携をとって行

われ、信頼性の担保をしている。10%の文献は複数のスタッフによってレビューされ、その違い

を比較して議論されるなど質の向上策が採られている。 

 U.S. EPAで農薬登録を担当する Office of Pesticide Programsによって、主に農薬登録審査時に提

出されたデータをデータベース化して公開が行われている 4)。収録する物質が農薬に限られてい

る事が特徴であり、最終更新日の 2011年 11月 1日時点でレコード数は 22,614である。WEB上

にて農薬名や生物名で検索してデータを閲覧できるほかに、全データをダウンロードできる。入

力データの信頼性評価は 3段階に渡って行われる。最初は U.S. EPAのスタッフにより試験ガイド

ラインとの適合性などがチェックされてデータベースに入力され、次に別の専門家によりデータ

間違いのチェックや既存データとの比較により値の妥当性などをチェックし、最後に視覚による

ランダムチェックのほか、データの矛盾を検出するデータ抽出方法を使用してチェックが行われ

る。 

 European Centre for Ecotoxicology and Toxicology of Chemicals（ECETOC）は、水生生物を対象と

した The ECETOC Aquatic Toxicity（EAT）データベースを開発しており、1993年に初版が公開さ

れ、その後 2003年に EAT 3データベースとして更新された 5)。1970年から 2000年に公開された

文献がデータソースとなっており、285 種の生物種に対する 600 種類以上の化学物質について、

5,460レコードのデータが収録されている。データはWEB上で公開はされていないが、エクセル

フォーマットで ECETOCより入手可能である。データは主に査読付きの専門誌から収集している

が、さらに試験ガイドラインとの適合性や物質の濃度測定結果などからデータの信頼性を再評価

している。その結果として 6割以上の文献を却下しており、厳密な文献の評価を行っている 5)。 

 横浜国立大学の２１世紀ＣＯＥプログラム（2002-2006年度）において、PRTR法の第一種指定

化学物質（354種）を対象とした水生生物に対する毒性データベースが作成された 6)。国や国際機

関などが公表している信頼できる情報源を元にしており、5 種の藻類に対する 92 物質(群)の 415

データ、2種のミジンコ類に対する 233物質(群)の 1,609データ、および 11種の魚類に対する 233

物質(群)の 4,761データの、合計 18生物種に対する 296物質(群)の 6,695データが収録されている。

信頼性の担保として、同物質、同生物種に対する毒性値のばらつきを解析して信頼性の低いデー

タを削除している。 
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２．２．生態毒性データベースの活用 

 生態毒性データベースは、化学物質のリスク評価や、様々な毒性予測や外挿手段の構築に用い

られている。ここではその一部を紹介する。なお、ここで挙げる事例の多くは工業用途の一般化

学物質に適用されるものであり、特定の作用機作を持つ農薬や医薬品ではない（ただし考え方は

共通である）。また、生態リスク評価の手法である種の感受性分布は特に次節にて説明する。 

 生態リスク評価においては様々な不確実性係数が適用されるが、これは毒性データベースの解

析結果が大まかな根拠となっている。生態リスク評価における基本毒性データセット（魚類、甲

殻類、藻類）のいずれかが欠ける場合は不確実性係数として通常 10が適用されるが 7)、これは分

類群間の毒性の差が 10倍程度以内に収まるという前提で成り立っている。前述の EAT3データベ

ースの解析結果によると、魚類と甲殻類の急性毒性値（EC50 or LC50）の比は 146物質で最小 0.003

から最大 7610であったが、90%の物質において 10倍以内に収まっていた 5)。藻類と甲殻類の場合

でも同様に 90%の物質において 10倍以内に収まっていた。また、慢性毒性のデータが欠けている

場合に、急性毒性値から慢性毒性値へ外挿する際の不確実性係数（急性慢性毒性比, ACR）は、通

常デフォルトで 10が適用される 7)。EAT3データベースの解析により、物質－生物種の 198の組

み合わせで急性毒性値と慢性毒性値（NOEC）と比較した結果では、60%の物質で ACRが 10以下

であったが、95%の物質をカバーするには ACRとして 100が必要であった 5)。さらに、毒性試験

に使用する生物のライフステージも結果に影響するが、通常不確実性係数には反映されない。

EAT3 データベースの解析結果によると、必ずしも幼体の方が成体よりも感受性が高いわけでは

なく、むしろその逆も半分程度の割合で存在していた 5)。魚類の場合も甲殻類の場合も、その幼

体と成体の毒性値の差はおおむね 10倍程度以内に収まっていた。 

 生態毒性データベースの大規模な解析により、二つの生物種における EC50 などの毒性値の対

数値が直線的な関係を示すことは一般的に知られるようになった。この関係を利用して、一つの

生物種の毒性値から別の複数種の毒性値を予測するシステムが Interspecies Correlation Estimates8)

であり、WEB 上で利用できる 9)。この二種間の毒性値の直線関係のデータは公開されている

（http://www.epa.gov/ceampubl/fchain/webice/iceDownloads.html）。また、二種の毒性値の関係は農

薬の作用機作毎に異なる直線関係となる 10)ため、種間の毒性値の関係は作用機作毎に分類するこ

とでより精密になることが示唆される。 

 化学物質の構造上の特徴や物理化学性のパラメータと、毒性などの生物学的活性の相関関係を、

定量的に表現したものを定量的構造活性相関（Quantitative Structure-Activity Relationship, QSAR）

という。物質の化学構造や物理化学性から毒性等を定量的に算出する仕組みが QSARモデルと呼

ばれる。QSAR モデルの構築には、元となる毒性データベースが必要となる。生態毒性の QSAR

モデルとしては、U.S. EPAが開発した ECOSAR11)や、国立環境研究所が開発した KATE12)などが

ある。KATEの構築にあたっては、環境省による生態毒性試験事業 13)の結果に加えて U.S. EPAの

毒性データベースが用いられており、化学構造から化学物質のクラス分けを行い、クラス毎に異

なる QSAR式（log POWの値との一次関数）を用いて毒性の予測が行われる。また、カテゴリーア

プローチとは、化学物質の構造や作用機作などが類似した化学物質のグルーピング（カテゴリー
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化）を行い、その中で QSARモデルを構築して（もしくは Read-acrossなどの手法で）、未知の物

質の毒性を内挿して予測する手法である。カテゴリーアプローチを利用するための支援ツールと

して、OECDの QSAR Toolbox14)（無料でダウンロード可能）があり、豊富な毒性データベースも

内蔵されている。 

 毒性データベースの解析結果により、化学物質の毒性はある分布にのることがわかり、その分

布の低濃度側の裾の位置を調べることにより、その値以下では「ほとんどの物質において毒性の

懸念が無い値」が計算できるようになった。これを毒性学的懸念の閾値（Threshold of toxicological 

concern, TTC）といい、発がん性（遺伝毒性有り）物質では 0.15 µg/人/day、非発がん性物質では

有機リンで 18 µg/人/day、他に化学物質のクラスによって 90-1800 µg/人/dayとなっている 15)。発

がんか否かの情報がない場合には、発がん物質が全物質の 10%であるという仮定に基づき 1.5 µg/

人/dayが適用される。TTCの利用によって、毒性の情報が無い物質の場合であってもある程度の

スクリーニングリスク評価ができるほか、毒性試験を行う物質を絞る目的にも使用される。すな

わち、曝露量の推定値がTTCを下回れば毒性試験の提出が免除される、という理屈が付けられる。

日本国内においては、残留農薬のポジティブリスト制に関わる一律基準に応用されている。生態

毒性の TTCの場合には、特定の作用機作を持つ医薬品で 0.01 µg/Lが提案されているほか、EUで

評価された特定の作用機作を持たない化学物質 53種類の PNEC（予測無影響濃度）を対数正規分

布に適合させ、その 5パーセンタイル値の 0.09 µg/Lが導出されている 16)。 

 最新の毒性予測手法として、生物学的形質（Biological trait）を用いた方法が提案されている。

生物種間の感受性差はその生物の形質（体長、生活史の長さ、呼吸方法、摂食方法、骨格の堅さ、

体の形状など）に依存するとして、毒性値を目的変数、形質を説明変数として重回帰分析を行い、

得られた式を用いて毒性値の無い生物種の感受性を予測するものである。ECOTOXデータベース

を利用した解析例が報告されており、適用が限定されてはいるがおおむね良好な予測結果が得ら

れている 17), 18)。 

 

２．３．種の感受性分布 

 化学物質などのストレス要因に対する生物の感受性は一般的に種によって異なり、その違いを

統計学的に表現したものが、種の感受性分布（Species Sensitivity Distribution, SSD）である 19)。経

験則により、多数の生物種の感受性は対数正規分布に適合することが知られており、図 1 のよう

に累積確率分布で表現できる。つまり、ある程度の数（OECDのガイダンス 20)では 5種以上）の

毒性データが揃っていれば環境中濃度と影響を受ける種の割合の関係を推定して表現できること

になる。これが種の感受性分布の基本的な考え方である。すなわち、種レベルの影響から群集レ

ベルの影響を予測（外挿）するモデルと捉えることもできる。 

 解析に使用する（毒性データが得られている）種は、天然の生物群集からのランダムサンプリ

ングであることが基本的な前提となっているため、得られる毒性データは恣意的に抜き出したり

せずに全て使用することが原則となっている。つまり、SSD の解析結果は毒性データベースの量

と質に依存する部分が大きい。 
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濃度の対数値  
図 1. 種の感受性分布の概念図。6生物種の毒性値のバラツキを対数正規分布（図中の曲

線）に適合させている。 

 

 SSDの活用方法は主に 2種類ある。米国や欧州、オーストラリアなどでは、SSDの 5パーセン

タイル値に相当する濃度（5%の種が影響を受ける濃度、逆に言えば 95%の種が保護される濃度）

を HC5（5% Hazardous Concentration）と表現し、これを無影響濃度とすることで、水生生物保全

のための水質基準値の設定の根拠として用いている 21), 22), 23)。これは、95%以上の種を保護できれ

ば、種の多様性には大きな影響は無い、という仮定に基づいている。このように基準値設定の根

拠として活用するのが一つの方法となる。HC5の値を無影響濃度とすることの妥当性については、

隔離実験水界を用いた模擬生態系試験（メソコスム・マイクロコスム試験）との比較により、様々

な農薬について HC5が安全側な評価となっていることが確認されている 24), 25), 26), 27)。また、もう

一つの利用方法として、SSD 法は生態系への影響を濃度との関数として表すことができるので、

定量的なリスク評価方法としての活用がある。農薬の PECがわかると影響を受ける種の割合が計

算できる。この指標は、生物多様性（種の多様性）にどれだけ影響があるか、という定量的な「生

物多様性影響度指標」として位置づけることができる。事例として、100 種類以上の農薬のリス

クを定量化してランク付けを行った例 28)や、さらにそれらのリスクを統合化して野外生物調査の

結果と比較した例 29)などがこれまであり、影響を受ける種の割合が 10%を超える地点で生物相の

変化が確認されている 29)。日本で使用される様々な水稲用除草剤や箱育苗施用殺虫剤についても、

SSDを用いて評価したリスクの比較を行った事例がある 27), 30)。 

 

 

３．我が国の水稲用農薬の生態毒性データベースの構築とその活用 

 日本国内における農薬使用の特徴として、水稲用農薬の使用が多いことが挙げられる。特に水

稲用除草剤は日本独特のものが多く、欧米での使用がほとんどないことから生態毒性データの蓄

積が少ない。一方、水稲用農薬を対象とした日本国内での毒性試験の和文文献などは海外のデー

タベースには採用されにくく、これらの毒性データベースの整備は遅れている。さらに、水田で

使用された農薬は灌漑用水を通じて河川に流出しやすく、生態リスク評価の優先度も高い。そこ

で、筆者らは日本で使用されているような水稲用農薬を対象として生態毒性データベースの構築

を行ってきた。本データベースの構築に当たっては SSD 解析への活用を念頭に置いているため、
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なるべく多種のデータを収録するようにしている。 

 

３．１．農薬生態毒性データベースの構築 

 淡水産水生生物に対する急性毒性試験データを以下のソースから収集した：環境省の生態影響

試験 13)；農薬ハンドブック 31)；Pesticide Manual 15th Edition32)；U.S. EPAの ECOTOXデータベー

ス 3)から収集した文献；国内外の公的機関によるリスク評価書；国内の各種文献。なお、ECOTOX

データベースについては値をそのまま採用することはせず、すべて原論文を入手し信頼性を再評

価したものに限りデータを採用した。 

 データの収集にあたっては、データの信頼性の確保が重要である。そこで、全ての得られたデ

ー タ に つ い て は 、 OECD の 高 生 産 量 化 学 物 質 点 検 マ ニ ュ ア ル （ 仮 訳 ：

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/hpv_manual/hpv_manual.htm）に従って、以下のよ

うに 4段階の信頼性スコアを付けた。 

１ 信頼性有り 

 文献又は試験報告から得られた研究又はデータで、検証された又は国際的に認められたガイ

ドライン（GLPが望ましい）、又は試験条件が特定のガイドライン（GLPが望ましい）、又はす

べての試験条件がガイドラインに関連づけられ／比較可能で実施されたもの。  

２ 信頼性有り（制限付き） 

 特定の試験指針と完全には一致していないが、専門家により科学的に受け入れられると判断

された研究又はデータ。 

３ 信頼性なし 

 試験に障害又は不適切な箇所があり、専門家の判断用としては容認できない研究又はデータ。

（例：不適切な実験方法で実施された実験結果、評価のために記載が不十分、実験結果の解釈

に確実性を欠く等） 

４ 評価不能 

 十分な実験の詳細のない、短い要約又は二次的文献（本、レビュー等）にリストアップされ

ているだけの研究又はデータ。（例：実験結果の詳細が不明、アブストラクト・二次資料等） 

 各毒性データの信頼性の判断を以下のように行った。OECDテストガイドライン準拠で GLPデ

ータならば信頼性 1、環境省の生態影響試験事業のデータは信頼性 1、また水産登録保留基準の設

定に使用されたデータは信頼性が吟味されているので信頼性 1 とする。日本や各国の行政機関に

よって公表されているリスク評価書の「キースタディー」又は信頼性評価済みのデータは信頼性

1に相当するとした。「キースタディー」とは実際にリスク評価に使用されたデータのこととした。

環境省の初期リスク評価書のデータは「採用の可能性」が Aと Bのものは信頼性 3とする。Cの

ものは採用しない。信頼性の定まったデータベース（ECETOC など）に収録されているデータは

信頼性 2に相当するとした。農薬ハンドブック、Pesticide Manualのデータは、試験の詳細は記さ

れていないが、基本的には農薬メーカーが提出したデータに基づいており、編集元が専門知識を

持っており長年の編集実績がある、ということで信頼性 2 に相当するとした。そして、信頼性 1

と 2のデータについてその後の解析に使用した。 
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 原著論文などの各種文献の毒性試験データの信頼性の評価は Hobbs et al.33)に従いスコア法によ

って行った。これは、20の質問に答えてその答えに応じて加点がなされ、その合計点によって信

頼性を評価する方法である（表 2）。この方法を用いると、評価者による評価結果のバラツキがこ

れまでの信頼性判断基準と比べて少なくなることが実証されている。評価結果が High Quality で

あれば信頼性 1、Acceptableであれば信頼性 2、Unacceptableであれば信頼性 3とした。 

 収集した毒性試験データから、EC50値又は LC50値をデータベースとしてまとめた。データベー

スの入力項目は以下の通りとした：試験生物、分類群、試験生物の性質、試験水の性質、濃度の

測定、曝露形態、曝露期間、エンドポイント、影響、毒性値、信頼区間、統計手法、容量反応関

係、試験ガイドライン、GLP、信頼性スコア、Reference Number、Reference 、出版年。 

 

表 2. Hobbs et al.33)による信頼性評価のためのスコアシートの例 

No. Question Possible
Score

Score

1 曝露期間が記載されている（48h, 96hなど） 10 10

2 エンドポイント（遊泳阻害、成長阻害など）が記載されていて、定義付けされている　10点
エンドポイントの記載のみ　5点 10 or 5 10

3 生物影響（LC, NOECなど）が記載されている 5 5

4 生物影響が定量化されている（LC50, LC10など、もしくはNOEC, LOECが記載されている） 5 5

5 コントロール試験（毒物を入れない試験、溶剤添加の試験など）が行われている 5 5

6 コントロール試験や各濃度レベルの試験が二連以上で行われている 5 5

7 試験の妥当性基準（コントロール試験の死亡率が10%未満など）が示されている　5点
試験の妥当性基準が推定できる（OCEDガイドラインに準拠した、など）　2点 5 or 2 2

8 試験生物の性質（体長、齢など）が記載されている 5 5

9 試験水の性質（藻類の場合は培地）が記載されている 5 5

10 曝露の形態（止水、半止水、流水など）が記載されている 4 4

11 化学物質の濃度が測定されている 4 0

12 標準的な毒物を用いて試験生物の感受性の検定が行われている 4 0

13 容量反応関係が示されている 4 0

14 試験結果の解析に適切な統計手法もしくはモデルが使用されている 4 0

15 NOEC, LOECにおいては有意差検定（有意水準5%）が行われている
LC, ECにおいては信頼区間が示されている 4 0

16 pHが測定されて記載されている　3点
測定されているが記載が無い　または　希釈水のみが測定されて記載されている　1点 3 or 1 3

17 海水の場合、塩分が測定されて記載されている 3 -

18 植物または藻類以外の試験の場合、試験水の溶存酸素がモニタリングされている 3 0

19 試験水の温度が測定されて記載されている　3点
室温もしくはチャンバーの設定温度が記載されている　1点 3 or 1 1

20 使用した試薬の純度、グレードが記載されている 3 3

Total Score 63

Quality Score (淡水、動物) 69

Quality Score (淡水、植物) 72  
注：Quality scoreが 80-100のとき High Quality、50-79のとき Acceptable、0-49のとき Unacceptable

と評価される。
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 収録データは、2012年 9月の時点で 1293レコード（殺虫剤 687、殺菌剤 78、除草剤 528）を収

録し（図 2）、農薬数は 44種類（殺虫剤 21、殺菌剤 5、除草剤 18）である。生物の分類群別に見

ると、藻類と水草を合わせた一次生産者で 269 レコード、甲殻類と水生昆虫を合わせた水生節足

動物が 595レコード、魚類と両生類を合わせた脊椎動物が 337レコード、その他（貝類、貧毛類、

繊毛虫、ワムシ、ヒル）が 92 レコードである（図 2）。総生物種数は 216 種であり、特に藻類が

50種、甲殻類が 31種、昆虫が 75種、魚類が 33種であった。 
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除草剤
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殺菌剤
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節足動物
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脊椎動物
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図 2. 我が国の水稲用農薬を対象とした農薬生態毒性データベースの概要 

 

３．２．農薬生態毒性のデータベースの活用 

データベースは生物種名や農薬名での検索が容易であるため、興味のある生物種に対してどの

農薬が毒性が高いのかを把握したり、または河川の農薬濃度モニタリングで検出された濃度がど

の程度のレベルなのかを、各生物種の毒性値と比較することによって把握することができる。 

以下に、カーバメート系殺虫剤の BPMC、昆虫成長制御剤のブプロフェジン、スルホニルウレ

ア系除草剤のベンスルフロンメチルの 3 農薬について、急性毒性についての分類群毎の感受性パ

ターンと SSD解析の結果の例を示す。 

BPMCの毒性の特徴として節足動物以外に毒性が非常に弱く、また昆虫類の中での感受性差は
非常に大きいことが挙げられる。昆虫類の中で最も感受性の高いシロハラコカゲロウと最も感受

性の低いユスリカでは約 4000倍の違いがあった。BPMC の場合は甲殻類と昆虫類を合わせた節
足動物に対して特に毒性が高いため、節足動物以外の水生生物種との間で SSDが明確に分離され
た（図 3）。 

ブプロフェジンの毒性の特徴として、急性毒性の EC50、LC50 は水溶解度以上となることが多
いため、感受性の種間差は明確にならなかった。同様に、ブプロフェジンの SSDは節足動物とそ
れ以外では明確な分離は見られなかった（図 4）。昆虫成長制御剤の影響は従来の急性毒性試験の
枠組みでは適正に評価することが困難な可能性がある。 
ベンスルフロンメチルの毒性の特徴として、藻類以外にはほとんど毒性がなく、また藻類の中

でも種間差が非常に大きい（10000 倍以上の差）ことが挙げられる。緑藻の標準試験生物種
Pseudokirchneriella subcapitataは感受性としては中間ほどに位置し、最も感受性の高い種より
も数十倍も感受性が低い。SSD解析の結果、ベンスルフロンメチルについては藻類と水生植物を
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合わせた一次生産者に対して特に毒性が高く、一次生産者のグループとそれ以外の動物種との間

で SSDが明確に分離された（図 5）。 
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図 3. BPMCの分類群毎の毒性値（左）と、種の感受性分布（右）。左の図ではそれぞれ

の○が各属の毒性値の幾何平均値を示し、右の図では○が水生節足動物への毒性値

を示し、▲はそれ以外の生物種への毒性値、実線は種の感受性分布の最尤推定値で

破線はその 90％信頼区間を示す。 
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図 4. ブプロフェジンの分類群毎の毒性値（左）と、種の感受性分布（右） 
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図 5. ベンスルフロンメチルの分類群毎の毒性値（左）と、種の感受性分布（右）。除草

剤では右図の○が一次生産者への毒性値を示し、▲はそれ以外の生物種への毒性値

を示す。 
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 SSD解析などの活用によりリスクの大きさを定量化することで、「農薬の使用量を減らす」、「よ

り低毒性の農薬に切り替える」、「農薬の流出防止対策をとる」などの様々な環境保全型農業を行

った場合の効果を事前に定量的に予測して、効率的な管理対策を選択できるようになる。現在の

環境保全型農業においては、例えば慣行の栽培体系に比べて（化学合成）農薬の使用を 5 割低減

することによって、特別栽培という表示が可能となる。この場合、農薬使用量（使用回数）の低

減が優先的に行われているが、使用する農薬の種類毎にそれぞれリスクの大きさは異なり、また

同じ農薬であっても使用方法や流出防止対策などによりリスクは変化する。よって、農薬の使用

回数を減らす努力がそのままリスクの低減に貢献するとは限らない。「減らすべきは農薬ではなく

農薬使用に伴うリスクである」という原則で考えれば、環境保全効果を定量的に示すことができ

る、生産現場への影響を最小限に抑えられる、などのメリットが生じる。リスクの大きさを定量

化することで、ある農薬を減らした結果、元のリスクがどの程度でそこからどの程度リスクが下

がったかが明確になり、環境保全効果をよりアピールしやすくなる。また、やみくもに農薬を減

らして生産効率を下げるよりも、より低リスクの農薬に切り替えて流出防止対策を徹底すること

でリスクを下げることができ、農業生産の安定化と環境保全対策が両立する方向を探ることがで

きる。 

 

 

４．おわりに 

 データベースの構築と活用は相互に密に関わっており、データベースが充実することによって

活用方法が発達し、また活用方法が発達することでデータベース構築が加速する。これを螺旋状

に繰り返しながら、さらにリスク学や生態学、統計学などの周辺分野の知見を巻き込みながら、

共進化をしていくモデルが考えられる（図 6）。活用の方向をより有用に広げるためにも、構築し

たデータベースを将来的には何らかの形で公開することが望ましいと考えている。今後の課題の

一つに、簡便なリスク評価ツールの開発・普及が挙げられる。各生産関連団体や、地域の防除体

系や使用農薬を選定する都道府県の農業試験場、農協などの農家を指導する立場の人が、このよ

うなデータを利用して農薬のリスク管理対策を立案できるようなツールを整備する必要がある。

このような課題への取り組みの推進が今後期待される。 

 

データベース

構築
データベース

活用

周辺分野の知見  

図 6. データベースの構築と活用の共進化の概念図 
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